
 

 

答申第６７号 

答 申 

１ 審査会の結論 

平成２９年２月６日付けで審査請求人が津市長（以下「実施機関」という。） 

に対して行った公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）につき、

実施機関が同月２０日付けで行った公文書部分開示決定は、妥当である。 

２ 審査請求に至る経緯及び趣旨 

 ⑴ 審査請求人は、津市情報公開条例（平成１８年津市条例第２２号。以下

「条例」という。）第６条第１項の規定により、実施機関に対し、平成２

９年２月６日付けで次のとおり開示請求を行った。 

   平成２８年５月２７日締め切りのさっそくはじめさん健康塾に申し込み

をした人の往復はがきの写し 

 ⑵ 実施機関は、本件開示請求に対応する公文書として、次のもの（以下

「本件公文書」という。）を特定した。 

  平成２８年５月２７日締め切りのさっそくはじめさん健康塾に申し込みを

した人の往復はがき 

 ⑶ 実施機関は、本件公文書について、公文書の一部を開示しない理由を次

のとおり記載し、平成２９年２月２０日付けで公文書部分開示決定（以下

「本件処分」という。）を行った。 

   個人の氏名、住所、郵便番号、生年月日、電話番号は個人情報（条例第

７条第２号）に該当するため 

 ⑷ 審査請求人は、平成２９年４月６日付け（消印の日付）で、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、本件処分の取消しを求め

る審査請求を行った。 

３ 審査請求の理由 

 郵便番号は個人情報ではないので開示すべきである。 

４ 実施機関の不開示理由説明 

 郵便番号は直接個人を特定することはできないが、郵便番号はおおむね市

内各町の区域に一致する配達地域別に付与されている。そのため、その個人

の居住する町名が特定され、他の条件と関連づけることによって個人を推測

できるおそれがあるため、条例第７条第２号に規定する個人情報に該当する。 

５ 審査会の判断 



 

 

  本件審査請求において、審査請求人及び実施機関は、郵便番号が条例第７

条第２号に規定する個人情報に該当するか否かについて争っている。 

  当審査会は、条例第７条第２号の該当性について次のとおり検討する。 

  条例第７条第２号は、個人のプライバシーを最大限に保護するため、特定

の個人が識別され得るもの又は特定の個人を識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の権利利益を害すると認められる情報、いわゆ

る個人情報を不開示情報としたものである。 

  郵便番号は、通例、住所を記載する際に併記され、住所そのものではない

が、その番号から都道府県、市区町村及び大字を特定することができるもの

であり、本件公文書においても、申込者によって住所に併記されているもの

がある。さっそくはじめさん健康塾は、介護予防を目的として高齢者を対象

とした健康教室であり、郵便番号が開示されれば、住所の大字まで開示され

たこととなり、限られた年齢層を募集要件とする当該健康塾においては、地

域によっては、郵便番号を開示することにより申込者が特定できる可能性に

ついて否定することはできない。したがって、郵便番号は、条例第７条第２

号に規定する個人情報に該当すると認められる。 

  よって、「１ 審査会の結論」のとおり答申する。 

６ 審査の処理経過 

本諮問案件に係る審査の処理経過は、次のとおりである。 

年  月  日 処 理 内 容 

平成２９年 ４月１０日 諮問書の受付（郵送による） 

平成２９年 ７月１３日 諮問案件の審議及び実施機関からの口頭意

見陳述 

平成２９年 ９月１５日 答申 
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